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(要旨)

平成17年6月29日付けで、第162回通常国会において新たな会社法が成立し、同年7月26日に公布された。(平成17年法律第86号)。
新会社法では、商法第2編、有限会社法、商法特例法等の各規定について、これらを一つの法典としてまとめており、また、表記の平仮名口語体化を図っている。さらに、株式会社の最低資本金制度の撤廃、機関構成の任意化、有限会社制度の廃止、合同会社の新設等、多項目に渡る実質的な改正を行っている。本稿では、実質改正のうち、株式会社の内部機関として新設された「会計参与制度」を取り上げる。
会計参与とは、株主総会により選任され、会計に関する専門的識見を有する者(公認会計士、税理士)として取締役・執行役と共同して計算書類を作成するとともに当該計算書類を取締役・執行役とは別に保存し、株主・会社債権者に対して開示すること等をその職務とする株式会社の内部機関であり、任意に設置することができる。
会計参与は、中小会社の計算・公開を担保する制度として新設されたと考えられるが、このような制度の必要性は平成2年商法改正前においても指摘されていた。具体的な解決策として「会計調査人制度」が提案されるなど、議論はかなり煮詰まっていたのだが、中小企業団体等による強い反対や税理士と公認会計士との職域問題の派生により、この提案は平成2年の改正法には含まれず立ち消えとなった。
当時と現在の環境の違いとしては、会社関連書類の電子化、「中小企業の会計に関する指針」の策定、中小会社の資金繰りの変化等が挙げられる。平成14年の商法改正に伴う付帯決議をきっかけに、会計参与の拠りところとなるべき中小会社向け会計が策定された。その一方で、今まで守られていなかった計算書類の開示義務が強化され、その適正性がより求められるようになった。そこで提案されたのが会計参与制度である。
会計参与制度は、会計調査人制度とは異なり、職域問題の点でも解決できていること、コストに関しても監査よりは少なくてすむこと、適正な計算書類の開示によって会社自らの健全性をアピールできることなど利点がある。それゆえ、中小会社にとって会計参与を導入するメリットがでてくるといえる。
しかし、会計参与は任意設置とされている。監査より負担は減少するといっても、中小会社の中でも資金に余裕のある会社以外にとってみればコストがかかり、会計参与を引き受けた専門家にとっては、訴訟を起こされたときのリスクが高いということから、中小会社が導入を見合わせることが懸念される。
こうした課題点を含んではいるものの、会計参与制度は社会の要求からも制度そのものとしても高く評価することができる。中小会社の資金調達の面でも、会計参与の導入により何らかの優遇が始まる可能性があり、このような経過も含め、今後会計参与制度が社会にどのように浸透していくのか着目していきたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（相原　睦，前山　智美）
第Ⅰ章　　はじめに
　平成15年10月29日に「会社法制の現代化に関する要綱試案（第一次案）」（以下、「要綱試案」とする。）が公表され、平成16年12月8日に「会社法制の現代化に関する要綱案（第二次案）」（以下、「要綱案」とする。）
が決定、そしてこの法案は本年5月17日に衆議院において、6月29日に参議院においてそれぞれ可決され、会社法制の現代化を目的とする「会社法」が誕生した。

会社法では大きく分けて、二つの事柄についての改正が図られている。現行の商法（明治32年制定）、有限会社法（昭和13年制定）はいずれも片仮名表記されている。まず、これらの各規定についての平仮名口語体化である。他の一つは、商法第2編、有限会社法、商法特例法等の各規定について、これらを会社法としてまとめ、わかりやすく再編するというものである。

上記二つの事柄は、いわば形式的な改正であるが、そのほかに会社関連規定の不均衡是正、最近の社会経済情勢の変化に対応する各種制度の見直し等、実質的な内容が同時に改正内容とされている（会社法　第1部、2実質改正）。この中には、有限会社を廃止し、株式会社への一本化、合同会社（LLC）の新設など、注目すべき内容が含まれている。

本稿では、実質改正事項のなかでも特に注目すべきと思われる「会計参与制度」を取り上げる。会計参与制度は計算書類の信頼性を高めるために、新たに設置されようとしている会社の内部機関であり、特に会計監査人の設置されていない中小会社の計算書類の記載の正確さの向上を目的としている制度である。第Ⅱ章では、会計参与制度の概要を説明し、税理士業務との関係について考察する。会計参与制度に相当する制度は、昭和61年商法改正当時にも計算の適正性を図るために提案されたが、当時は廃案とされている。では、なぜ今回、会計参与制度の創設に至ったのか。そこで、第Ⅲ章では当時と現在の環境の違いを検討し、今回の会計参与制度を取り巻くインフラ整備のうち、特に本年8月1日に「中小企業に関する指針」として統合化された三つの中小会社向けの会計（中小企業庁、日本公認会計士協会、税理士会連合会）との関係に焦点を当てて論じる。第Ⅳ章では、会計参与制度は導入されるべきかどうか、また、今後検討されるべき課題として考えられる事柄を検討し、本稿の締めくくりとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（横川　隆志）

第Ⅱ章　商法改正と会計参与制度

１　会計参与制度創設の経緯
　本章では､平成17年度における商法改正で実質改正事項として最も大きく、制度の新設という点から最も注目すべきテーマとなる会計参与制度について話を進める。

　会計参与は、公認会計士、監査法人、税理士、税理士法人に限定して就任が認められている会社の内部機関であり、従来から認められていた会計監査人とはその位置づけが根本的に異なっている。あくまで、数多い譲渡制限のある中小会社において、監査役を設けなくても、適正な計算書類が作成されることを念頭に置いて設けられたといえる。

　会計参与制度に該当するような制度の導入という案は、何度か浮上しているが、いずれも棄却されている。また、平成15年10月に公表された要綱試案においては会計参与制度について全く触れられていない。それにもかかわらず、平成16年5月に法務省から出された要綱案で突然発案されたのはなぜであろうか。それをふまえて会計参与制度設置に至るまでの経緯について述べる。

　まず始めに、会計参与制度が提案された一連の流れであるが、法務省法制審議会会社法部会は、平成16年6月2日に開催された第23回会議において、初めて提案を行った。次に開催された6月9日の第24回会議での討論を経て、7月21日の第27回会議で提案された要綱案において、会計参与制度が具体的に位置づけられることとなった。

　上記の通り、平成15年に公表された要綱試案において会計参与制度について触れられていないと述べたが、検討項目のうち、会計参与制度創設の背景になっているのではないかと思われる点がいくつか挙げられる。一つは、会計監査人の範囲を拡大し、現行の小会社についても任意設置する方向性が打ち出されたことであり、もう一つは、株式会社と有限会社とを一体化した上で､現行の有限会社型の機関設計を株式会社制度の中で実現させるため、譲渡制限株式会社
については、有限会社型の機関設計を認めるものとして位置づけたというものである。つまり、会計監査人を設けるかどうか、取締役会や監査役を設けないかどうかが、株式の譲渡制限のある現行の小会社に選択肢として認められることとなる。また、譲渡制限株式会社について、｢取締役＋監査役＋会計監査人｣や｢取締役＋会計監査人｣という機関設計を認めるかどうかについても検討されることとされた。

　このような状況のもとで、日本税理士会連合会は、中小企業の実態に即し、中小企業に受け入れられやすい制度の必要性を考慮し、「計算書類適正証明制度」の創設を提案した。この制度は、会計監査人の監査に代替する制度として位置づけられ、計算書類の作成に関与した税理士が、監査役制度を補完する制度として、自ら作成した計算書類の適正性について適正証明書を取締役に提出するというものである。

　一方、日本公認会計士協会は、独立性のない外部保証制度の創設には強い反対の意向を示し、会社の内部機関として、職業専門家が計算書類の作成に関与する方向性の検討を示した。今まで会計監査人の任意設置の範囲拡大の是非を問う声はあったが、会計参与制度の設置に触れられていたという事実はなかった。しかし、要綱案が発表される直前の4月の対談において、「本来的には、できるだけ監査対象範囲を拡大することが望ましいでしょうが、それはなかなか受け入れられません。そこで、次善の策として、一定の規模以上の事業活動を行っている会社の計算書類は、少なくとも決算公告をして、なおかつ、その証明として、作成に職業的専門家が一定の関与をするという仕組みは成り立たないものなのか。」［澤田(2004)，p.20］と語られている。実際はこの段階で会計参与制度の基本的な構想がある程度具体化されていた可能性があると考えられる。　

　以上のように、特に小会社における計算書類の適正性を確保するために、どのように法整備すべきかが、検討すべき課題となったのである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（根岸　千佳）

2　会計参与制度の概要

会計参与とは株主総会によって選任され、会計に関する専門的識見を有するものとして、取締役・執行役と共同して計算書類（貸借対照表及び損益計算書並びにこれらの附属明細書が想定される。具体的には省令で定める。）を作成するとともに、それらの計算書類を取締役･執行役とは別に保存し、株主･会社債権者に対して公開することを職務とする新しい株式会社の機関である。

会計参与の機能としては、次の二点が挙げられる。一つ目は、特に会計監査人が設置されていない中小企業において、計算書類の作成等を行う有資格者である公認会計士・税理士が、取締役・執行役とともに計算書類を作成し取締役・執行役とは別途に計算書類の保存・公開する職務を負うことにより、計算書類の改ざん・虚偽記載を抑制し、記載事項の正確性・信頼性を高めることができる機能である。二つ目は、専門家が計算書類の作成に関与することにより、取締役･執行役の計算書類作成や、株主に対する説明の労力が軽減され、より経営に専念することができる機能である。

会計参与は株式会社の規模や機関設計に関わらず、定款で定めることにより設置することが可能である。また、会計参与の設置は義務ではなく、必ずしも設置する必要は無い。会計監査人をすでに設置している株式会社に関しても、併せて会計参与を設置することは可能である[会社法第326条－2]。なぜならば、会計参与の役割は会社の内部機関としての計算書類の作成であり、会計監査人による監査は会社の外部機関によるものであるため、その性質は明らかに異なっているからである。

会計参与は公認会計士（監査法人を含む。）、税理士（税理士法人を含む。）でなくてはならない[会社法第333条]。また、取締役はその株式会社の会計参与を兼ねることはできない。会計参与は地位の独立性を保つため、株式会社またはその子会社の取締役・執行役・監査役・監査法人・支配人またはその他の使用人は兼ねることはできない[会社法第333条－3]。その株式会社の顧問税理士は、通常使用人等ではないので顧問税理士のままで会計参与になることは可能である。

会計参与の任期は原則として2年である。ただし、譲渡制限株式会社については定款で任期を最長10年まで伸長することができる。委員会設置会社
については会計参与の任期は1年である[会社法第329条、第334条]。また、会計参与の人数について制限は無い。

会計参与の職務・権限については、①計算書類の取締役･執行役等との共同作成、②会計参与報告書
の作成 [会社法第374条]、③株主総会における計算書類の説明義務 [会社法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第377条]、④計算書類の保存
 [会社法第378条]、⑤計算書類の株主及び債権者への開示 [会社法第378条－2]、⑥会計帳簿・資料の閲覧・謄写権 [会社法第374－2]、⑦計算書類を承認する取締役会への出席、⑧計算書類の作成につき取締役等との意見が異なる場合の株主総会における意見の陳述 [会社法第377条]、⑨会計参与の職務を行うために必要がある場合に会社･子会社の業務及び財産の状況の調査権 [会社法第374－3]、⑩株主総会における会計参与の選任についての意見の陳述 [会社法第345条]、⑪辞任した会計参与による株主総会における辞任の理由の陳述[会社法第345条－2]が主たるものである。

会計参与の報酬は取締役と同様の規律が適応される[会社法第379条]。そのため、報酬は株主総会での決議が必要になる。また、会計参与に対する責任の追及は、民法415条による債務不履行
によるものと、民法709条による不法行為
によるものとに二分される。会計参与は取締役と共同で計算書類を作成する。もし計算書類になんらかの問題があった場合、会計参与は会計の専門家としての立場で書類を作成しているため、その責任の追及の程度は取締役よりも厳しくなることが予想される。

　　　　(新井　宏彰)

3　会計参与制度と税理士業務

会計参与制度は税理士の行う会計業務に多大な影響を与えるものである。会計参与を税理士が行う背景には、公認会計士や監査法人の不足という事実がある。現在すべての会社の約1％しか商法特例法によって公認会計士や監査法人による監査が義務付けられていない
。そのため、会計参与制度によりすべての会社の会計監査を公認会計士や監査法人が行うには、圧倒的に公認会計士や監査法人が不足してしまうことが予想される。この問題の解決策として、税理士が会計参与の担い手に予定されているのである。しかし、会計参与を税理士が行う理由は、単に公認会計士の不足を補うというレベルには留まらない。税務会計に依拠した中小会社の会計に関与して経理指導を行う者としては、税務上の取り扱いに関わる識見を有する税理士が最も妥当とも言える。納税義務の適正な実現を図る点からも税理士の会計参与への関与は意義のあることである。また、実務知識を会得することは、税理士にとって必要なことである。

しかし、会計参与を税理士が担う際の問題点もある。税理士法第1条
により、「税理士は納税義務の適正な実現を図るために、委嘱者たる納税義務者を支援するにあたっては、納税義務者または税務当局のいずれにも偏しない独立した公平な立場で、税務に関する専門家としての良識に基づき行動しなければならない。税理士制度は、税務に関する専門家としての能力、見識を有する者、即ち税理士が納税義務者を援助することを通じて、納税義務者が自己の納税義務を適正に実現し、これによって申告納税制度の円滑、適正な運営に資することを期待して設けられたものである。」［酒井（2005）,p.75］と言われている。

税理士はこのような役割を持っているものであり、納税義務者または税務当局のどちらにも偏らない公平な立場で行動しなければならないのである。この税理士の独立性と会計参与制度の矛盾も指摘できる。しかし、会計参与が会社の内部の機関であるから税理士の独立性が保てないというのではなく、税理士は会計の専門家としての識見から独立性を保つ必要がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（鈴木　裕美子）
第Ⅲ章　会計参与制度　その導入の経緯と展望

１　中小会社の計算・公開を担保する制度をめぐる議論　　
―簡易監査制度の提案―
今回、会計参与制度が導入されるが、昭和60年前後にも中小会社の計算の明瞭化を図る制度の構築については激しく議論されていた。本章では当時の大小会社区分立法から平成2年商法改正に至るまでの議論の過程を考察し、現在の中小会社の範囲と実態、中小会社向けの会計の策定、企業を取り巻く環境変化を示したうえで、会計参与制度の展望について述べる。
（1）大小会社区分立法問題（昭和59年）
 企業の組織および運営に関する基本法である商法等の組織法において、会社の実態に応じてこれを公開的な大会社と閉鎖的な中小会社に分けて適切な会社法制を構築しようとする試みがなされた。それが大小会社区分立法である。この大小会社区分立法の主要な内容として、一定の中小会社に対し、有限責任享受の代償として、取引関係者等会社責任者の利益を保護するために、貸借対照表および損益計算書を商業登録所において公開させる（ただし、一定基準未満の有限会社については、貸借対照表だけを公開させる。）ことと並んで、外部監査人による監査を義務づける方向がうちだされた。しかし、これには様々な問題があり、昭和59年5月に法務省民事局参事官室は「大小（公開・非公開）会社区分立法及び合併に関する問題点」（以下、「法務省提案」とする。）を公表した。ここでは問題点を14項目挙げており、第7項目の5番目で次のように述べている。
 
「七　計算・公開に関する問題点
　　　（専門家による外部「監査」）
　　5　会計監査人監査を受けない非公開会社（４参照）のうち一定規模以上のものは、会計専門家（公認会計士、監査法人、会計士補又は税理士）による、会計帳簿の記載漏れ又は不実記載並びに貸借対照表、損益計算書及び付属明細書の記載の会計帳簿との合致の有無（商法二八一条ノ三第二項二号・九号に該当）等に限定した監査を強制するとの意見があるが、どうか。
　　　
注1　この専門家監査を強制する会社から有限会社を除くかどうかは、有限会社に有限責任を認める根拠、対象会社の数、この監査を強制する会社規模をはかる基準（資本、総資産、負債、売上高、従業員数等）、この監査を受けない会社についての代償措置（支配的株主・社員・取締役の責任強化等）及び有限会社の位置付け等との関連において、なお検討する（十三Ｂ案参照）。
　　　　2　この専門家監査をする際に尽くすべき注意義務の程度（監査（証明）基準の内容）、そのもつ意味を明らかにする監査の内容の表現方法、重要性の原則の導入の可否等については、なお検討する。
　　　　3　この専門家監査と監査役の監査との関係、監査日程等については、なお検討する。
　　　　4　この専門家監査を行うものは、同一会社について税務を行う者であってもよいとすることはどうか。これに関連して、この専門家監査の欠格者とすべき特別利害関係者については、なお検討する。
　　　　5　この専門家監査を行うことができる税理士の範囲を限定するかどうか及びその限定の方法についてはなお検討する。
　　　　6　公認会計士等の会計専門家以外の者（例えば商工会議所・商工会の指導者）の活用が可能かどうかは、更に検討する。
　　　　7　この専門家監査を強制する基準に達成しない会社についても、その任意採用を認める。
　　　　8　ＥＣ第四指令五一条二項・十一条、フランス会社法六十四条・六十五条、同法執行令六十四条二項、西ドイツ『会社法の調整に伴うヨーロッパ共同体理事会第四指令の実施に関する法律草案』参照。
　　　（有限会社の計算書類等の記載方法）」
 
このように問題点を取り上げているが、この表現だけではどの程度の監査が要求されているかは明確でない。これが従来の正規の監査そのものであるという意見も、そうではないという考えもある。会計士協会の立場では「従来の正規の監査以外の監査というものはありえない。監査の秘密に対する信頼を保たなければいけない。」［法務省民事局参事官室(1984)，p.173］としている。しかし、世間の要求に応えなければならないわけであるから、そのような信頼を担保できるものが何かを考える必要があったのではないだろうか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（都筑　亮太）
（2）商法監査研究会（昭和61年）
　昭和60年前後、盛んに議論されていた中小規模会社の計算・公開を担保する制度をいかに構築するかという法務省提案に対して昭和60年11月に法制審議会商法部会は、商法監査研究会を設置した。研究会は大小会社区分立法等の問題点のうちいわゆる限定監査、簡易監査の制度化の可否について討論するのが直接の目的であったが、討論の内容は中小会社の計算の適正・明瞭化のための外部監査のありかたをテーマに、それを批判的に検討したものとなっている。
　研究会のメンバー構成は会計学者5名、商法学者2名、税理士2名、公認会計士3名、法務省側3名、当時の大蔵省（現財務省）、国税庁、中小企業庁から各1名であった。税理士の参加は限定監査において会計専門家として税理士を活用する案が出され、この問題について税理士側も意欲的に取り組んできた経緯があるからである。討論は、メンバーの中で唯一計算書類の監査業務に携わってきた公認会計士の体験をもとに中小会社の計算の明瞭化をさぐるものとなった。
　ここでの討論結果は昭和61年3月、報告書としてまとめられA案（正規監査拡大案）、B案（正規監査簡易化案・調査案）、C案（経理指導案）の3案にまとめられている。B案はさらに手続を限定するＢ1案、対象を貸借対照表項目に限定するＢ2案、検証の程度を限定するＢ3案に分類されている
。A案は公認会計士側の意見であり、Ｂ1案は税理士側、Ｂ3案は法務省側から提出されたもので、Ｂ2、C案は会計学者から提出された。
　A案は現行の公認会計士または監査法人による正規監査の範囲をできるだけ拡大するものである。正規の監査制度は社会的に定着しているため制度的にはなんら問題がない。ただ商法特例法によって公認会計士や監査法人による監査が義務付けられている大会社は、全会社数の1％を占めるに過ぎない。これを対象会社数が100倍を越える膨大な中小会社に拡大する可能性について、監査担当者の人数、被監査会社の経済的負担の面で問題が残る。つまり、A案は数量的な難点を除けば本質的に問題のない案であるといえる。
　次にB案をみるにあたり検討の観点として、①有意性・問責性（証明し責任を負う事項）、②会社側の受入態勢、③会社側の経済的負担、④監査、調査等の担当者（担当能力・資格）、⑤被監査、被調査会社の範囲（範囲の拡大の可能性）、⑥制度化の可能性（法制度上の問題点）の6項目がある。もともとこの問題は中小会社における商法違反等によって形骸化した監査制度を意味のあるものにすることが目的であるので証明行為の点が最も大事である。仮に会社側の受入が容易で経済的負担が少なく、担当が誰にでもでき被監査会社をいかに拡大可能で制度的に問題がなくても、証明行為つまり、①の有意性・問責性が弱ければ意味をなさないのである。
B案は正規の監査を簡易化し、計算書類の適正証明の範囲又は程度を限定しようとする案であり簡易監査、限定監査と呼ばれるものである。
Ｂ1案は、原則的に証憑書類
が正しいものとして扱い、実地棚卸についても原則的には記録の閲覧又は、視閲するにとどめるとするものである。特に疑わしい場合には、新たな証拠書類の提出を求め、特に必要と認める場合には実査、立会、確認を行うなど、手続きを限定する案である。この案に従えば適法に作成されてない計算書類を適正に作成されていると証明することになる可能性があるので、その場合無意味になる。限定的な取引によって証明を行うことは、証明行為に必然的に責任を伴う以上職業専門家としては自殺行為に等しいといえる。この点で手続きの限定を行うことは難点がある。
Ｂ2案は調査の対象を限定しようとするもので、貸借対照表の重要項目（期末残高）の妥当性を担保することを目的とする案である。しかし、貸借対照表項目に限定しても、売上高・仕入高の計上、減価償却の適否、引当金計上額の適否など損益項目と離れては残高の適否を述べられないので、監査範囲を期末残高に限るのは難しいとされる。
Ｂ3案は監査又は調査の手続を限定するものではなく、目的ないし効果の程度を下げて制度化しようとするものである。別記一によると、監査又は調査内容として計算の明瞭化のための基礎的な条件が整備されているか、及び会計が一応商法に適した処理がなされていると認められるかどうかを、会計専門家として注意義務により判断、検証するにとどめるべきであるとされている。ここでは、「相当の会計帳簿、相当の帳簿組織、一応認められる、重要な不一致、というように報告すべき事項、確認又は吟味すべき事実、のいずれも相当、一応、重要というように程度について限度をつけられているのが特徴である。」[枡田（1989），ｐ.18]。このことからＢ3案は正規の監査の効果をレベルダウンするもので、監査人に得るべき心証の程度が正規の監査より低くてよいものとされる。後述する商法会社法改正試案における会計調査人制度はＢ3案を基本的構想として提案されたと考えられる[酒井（2005），ｐ.71]。
Ｃ案は全く別の観点から、会計専門家が会社の経理を指導することによって中小会社の計算の明瞭化に対して間接的な効果をもたらそうとする経理指導案である。指導内容は、会計帳簿並びに会社の計算書類が商法等の要請に即して作成されるよう取締役を指導するもので、計算書類の信頼性について取締役を介在し間接的にその信頼性の確保に貢献する効果をねらったものである。中小会社については監査や調査を強制するよりは指導による経理水準の向上が図れるが、制度化するとなると経理指導の基準、指導者の責任をいかに決めるかが問題となる。Ｃ案は正規監査でも簡易監査でもなく、数が極めて多く経理水準の低い中小会社に対し監査制度を強制適用することの困難性を、別の観点から解決しようとした提案である。Ｃ案は後述の商法改正試案の際、会計指導人制度のもととなったと考えられる。
（多田　久弥）
（3）商法会社法改正試案（昭和61年）
（2）の商法監査研究会での提案を経て、昭和61年5月15日に「商法・有限会社法改正試案」（以下、｢61年試案」とする。）が公表され、全体の枠組みが明らかとなった。その四（計算・公開）4と5において、会計調査人制度及び会計指導人制度がみられる。

会計調査人制度案は、計算の適正性を図るために提案された。61年試案では4の会計調査人制度が基本であり、5の会計指導人制度は商法上の制度として可能かどうかを含めて、なお検討するとの位置づけであった。会計調査人による調査の制度は、次の通りである。

①会計調査人による調査

会計調査人による調査とは、(2)で述べたＢ3案をベースとした、公認会計士の監査を導入していない、資本金3,000万円以上または負債総額3億円以上の株式会社に、公認会計士の監査を義務づける代わりに、会計調査人による調査を義務づける。また、資本金1億円以上又は負債総額10億円以上の大きな有限会社にも株式会社と同じく、会計調査人の調査を義務づける（それ以外の有限会社も定款で定めれば調査を受けられる。）という制度である。この試案の目的は「会社の貸借対照表および損益計算書が相当の会計帳簿に基づいて作成されているか認められるかどうか」（61年試案４b）を報告することである。法律的には、疎明すれば実証はしなくてもいいということのようである［商法研究会編（1986），pp.29～31］。

61年試案には、「調査人は、調査を通じて商法に即した会計帳簿ならびに貸借対照表および損益計算書が作成されているかどうかについての一応の検証をすべき相当の注意義務を負う。この場合における心証の程度については、『正規の監査』より低く『一応の確からしさ』でよいものとし、実際の調査の程度は、調査人がその注意義務に従って判断し（調査の基準については、なお検討する。）、その判断した内容は『調査の方法の概要』として明らかにする。」（61年試案4C）とある。会計調査人の心証としては「一応の確からしさ」で良いものとなっているが、このように中途半端にも思える調査報告書が法的に成り立つのかどうか、また社会的信用が得られるのかどうかは疑問であった。

61年試案で定める会計調査人の基本的な資格としては、公認会計士、会計士補以外に税理士を含めている。税理士の利点は、公認会計士より報酬が安くて済むため、中会社もこの制度を利用しやすくなることである。ところが税理士試験には監査論や監査手続を課していない。そのため公認会計士と税理士の職域問題が生じるのである。

また、試案には「監査役監査との関係、監査役の監査報告書の記載との調整、『監査ではない』旨の表示をするかどうか、過渡的に無条件の意見差控えを認めるものとするかどうか等については、なお検討する。」（61年試案４C-7）とある。監査業務をするのにも関わらず、「監査ではない」と記載することになると矛盾が生じるのではないであろうか。

②会計専門家による指導

試案では、会計調査人による調査の代わりに会計専門家による指導を行うという案も示された。これは（2）で述べたＣ案をベースとして考案された案である。調査より指導の方が、監査論との衝突するところが少ないため、中小企業からは選ばれる可能性が高い。しかし、調査というように折衷案を考案してもどれだけ日本になじむかどうかは疑問であった。日本では公認会計士の監査証明でさえ、それ程までには活用されていないからである。

いずれにせよ、中小企業からの反対が強くなければ国会で調査か指導のどちらかが採用される見通しであった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（小川　孝）
(4)　平成2年商法改正（職域問題の派生、中小企業団体の反対）

　昭和61年試案において、商法監査問題の基本となっていた会計調査人制度であるが、かなり煮詰った議論の結果、平成2年3月の「商法等の一部を改正する法律要綱案」では残ることなく、導入は見送られた。
　この理由として、①公認会計士と税理士という会計専門家の職域問題、②中小企業団体からの否定的な反応や反対等、があったと考えられる。本節はこの①、②の二つの理由について取り上げていく。
まず、①の職域問題については、顧問先に多くの中小会社を持つ税理士にとっては、監査的な業務が導入されることにより、顧問先との関係が壊れるということや、監査法人が関与してくる恐れが出てくる。公認会計士にとっても、自分たちの主たる仕事である監査の領域に税理士が入ってくることに脅威を感じたと考えられる
。
次に、②の中小企業団体の反対についてだが、これは会計調査人制度を導入することにより、いままで会計監査人監査が強制されていなかった中小会社にとって、費用等の面で大きな負担になると考えられた。この点においては、大会社における会計監査人監査よりもコストがかからないようにすることが会計調査人制度導入の前提であることが合意されていたものの、それでもなお、中小会社が会計調査人による調査に支払う費用は過重な負担となることが予想されていたのである。そのため、中小企業団体は会計調査人制度導入に対し、強い反対を示したのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(安達　裕紀)

２ 中小会社の計算・公開とインフラ整備
この節では、会計参与導入に関するインフラ整備の一つである中小会社向けの会計について論じる。そこでまず、中小会社の範囲を確認し、その実態を考察する。また、その他に考えられるインフラ整備については、企業を取り巻く環境変化として述べることとする。

(1)　中小会社の範囲と実態

①中小会社の範囲

中小会社の範囲については、税法・商法特例法・中小企業基本法・中小企業金融公庫法のどれをとっても違っている。

一つ目の法人税法では、中小法人は大法人に対する用語であり、「資本金1億円以下の法人」を指すものとしている（法人税法第66条）。二つ目に商法特例法では「中小会社」という言葉は存在しておらず、大会社（資本金5億円以上、又は負債総額200億円以上の株式会社）、小会社（資本金1億円以下かつ負債総額200億円未満の株式会社）と定めており（商法特例法第1条2項）、それらをまとめると中小会社とは「資本金5億円未満かつ負債総額200億円未満の株式会社」である。三つ目に中小企業基本法ではそれぞれの業者によって範囲が定められている
。四つ目に中小企業金融公庫法では、中小企業基本法による範囲に加えさらに細かく範囲が定められている
。

ここでの疑問の一つ目は「会社・企業・法人の違い」とはなんなのか、というものである。上記に挙げられた四つの法律では中小法人、中小会社、中小企業とさまざまな呼び方がされているが、会社とは一般的に、商行為またはその他の営利行為を目的とする社団法人のことであり、株式会社・有限会社・合資会社・合名会社の四種類である。企業とは生産・営利の目的で、生産要素（土地・労働・資本）を統合し、継続的に事業を経営すること、またその経営主体である。法人とは人ないし財産から成る組織体に法人格（権利能力）が与えられたもの、理事その他の機関を有し、法律行為を含むさまざまな経済活動を行うものである。これらを税法の視点からみてみると、企業が大きなグループであり、その中に会社と法人がそれぞれ含まれている。つまり、会社と法人は近い存在なのである。四つの法律をみてみると、商法特例法には、営利を目的としないものに含まれる「法人」という言葉は使われないのである。また、税法においては中小企業を「中小企業者等もしくは中小法人」という。また特定中小企業者
という言葉もある。

二つ目の疑問は、なぜ四つの法律がそれぞれの範囲を持っているのか、というものである。それは、法律ごとに基準、目的があり、その法律の意図するところで範囲が各自作られているからである。一つ目の法人税法というのは、法人の所得等に対する税金について定められる法律であり、法人税法独自の範囲によって中小企業は大企業に比べてさまざまな税負担の軽減措置が受けられる。二つ目の商法特例法は主に監査等に関する商法の特例に関する法律であり、株式会社をその規模に応じて大会社と小会社にわけ、それぞれの適応した規制や手続き、制度を定めたものである。三つ目の中小企業基本法は、独立した活力のある中小企業者の育成・発達を図るというのがこの法律の理念であり、この法律における中小企業は①新たな産業の創出、②就業機会の増大、③市場における競争の促進、④地域における経済の活性化、の役割を担う存在である。四つ目の中小企業金融公庫法は目的、役職員、業務、会計、監査などについて定めている法律である16。

｢中小会社向けの会計｣について中小企業庁は4つの法律を使わず、独自の中小会社の範囲を用いた。というのも、中小会社には大会社に近い会社もあれば、小会社に近い会社もある。それらを同じ範囲と考えるのは少し難しくなったので中会社を大会社に近い存在と考え、家族で経営しているような小会社にも適用できるような範囲を作ったのである。商法特例法のように資本金や負債総額の範囲が広くて小さい会社には適用しにくかったり、中小企業基本法や中小企業金融公庫法のように範囲が業種ごとに決まっていて範囲にばらつきがでてしまうよりは、法人税法のように資本金の範囲が低いものであったり、中小企業庁が出した中小会社の範囲のほうが、一般にもわかりやすく、また小会社に近い中会社や小会社にとってもいいのではないかと考えている。

②中小法人の実態〔税務統計を用いて分析〕

まず初めに、中小法人の実態（実数）を知るうえで、「内国普通法人17に占める中小法人数」、「株式会社に占める中小法人数」、「有限会社に占める中小法人数」、の三つの割合に絞り、考察した。

図表1から、「内国普通法人に占める中小法人数」の割合は、総数が255万360社あるのに対し、中小法人数は251万1790社であるので、その割合は約98.5％だと分かる。また、「株式会社に占める中小法人数」の割合は、総数が104万2236社あり、その内の中小法人数は100万5747社であるので、その割合は約96.5％だと分かる。そして、「有限会社に占める中小法人数」の割合は、総数が142万7697社あり、その内の中小法人数は142万6683

社であるので、その割合は約99.9％だと分かる。図表2は、過去20年間の中小法人数の割合を示したものである。過去20年においても中小法人がしめる割合が高いことがわかる。

[image: image1.emf]〔図表2〕過去20年間の中小法人の実態
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（出所）「法人企業の実態（平成15年分）」(国税庁)より作成

[image: image4.emf]〔図表１〕それぞれに占める中小法人数と割合
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（出所）「税務統計から見た法人企業の実態（昭和59年～平成15年）」（国税庁）より作成
次に大法人・中小法人に占める同族会社18の割合と法人区分による所得の割合を調べた。
図表3によると、大法人に占める同族会社の割合は大法人の総数3万8570社に対し同族会社が1万3705社であり、その割合は約35.5％だと分かる。また非同族の同族会社19は1万7582社あり割合は約45.6％だと分かる。次に中小法人に占める同族会社の割合は、中小法人の総数251万1772社に対し同族会社は239万4357社であり、約95.3％にまで達している。また非同族の同族会社は5万6980社あり割合は約2.3％だと分かる。すなわち、中小法人の大多数が同族会社ということになる。

[image: image2.emf]〔図表3〕大法人と中小法人の区分による同族会社の割合
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（出所）「法人企業の実態（平成15年分）」(国税庁)より作成
そして図表4では、所得を出している法人のみについて調べた。全法人のうち利益計上法人は約81.2万社で、総法人数の約3割を占めているに過ぎない。そのうち、大法人(利益計上法人)の法人数1.9万社の総所得数は約21.7兆円、中小法人（利益計上法人）の法人数役79.3万社の総所得数は約11兆円である。これより、利益計上法人の所得金額約32.7兆円のうち、法人数では極めて少ない比率の大法人が約21.7兆円（構成比約66.3%）を占めていることが分かる。

[image: image3.emf]〔図表4〕大法人と中小法人の区分による所得金額の分布状況
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（出所）「法人企業の実態（平成15年分）」(国税庁)より作成
以上、中小会社の実態は、図表1を見て分かるとおり、わが国の法人の大部分が中小法人であるといえる。
　　　　　　　　　　　　　                                          （高平　晴誉） 

(2)「中小会社向けの会計」の策定
　中小会社の計算書類を作成するための規範となる「中小会社向けの会計」が、中小企業庁・日本税理士会連合会・日本公認会計士協会からそれぞれ公表された。その後、3つの「中小会社向けの会計」の統合化作業が行われ、「中小企業の会計に関する指針案」が公表された。さらに、平成17年8月1日に「中小企業に関する指針」が確定された。本節は、3つの「中小会社向けの会計」が公表された頃から、それが指針に至るまでの経緯を述べたものである。
①「中小会社向けの会計」が導入された経緯
　品川（2004）も述べているように、中小会社の会計のあり方が問題視されたのは、平成14年の商法改正にあると考えられるので、今回はこの商法改正と絡めて「中小会社向けの会計」が導入された経緯を見ていく。
　商法改正の内容のうち、中小会社向けの会計の背景となったのは、次の2点である。
ⅰ　商法上の会社の計算規定が、商法（法律）から、商法施行規則（法務省令）へ移行する。（商法第285条）
ⅱ　すべての株式会社に義務付けている、新聞・官報による「計算の公告」（商法第285条4項）を、新聞・官報に加えて自社ホームページ等による開示を認める。（商法第285条5項・商法施行規則第8条1項）
ⅰの目的は、会社の計算規定が、国際会計基準に対応して相次いで新設、改正されることに迅速に対応するためである。ⅱの目的は、従来、「公告を怠った場合には、100万円以下の過料課せられる（商法498条1項2号）」という公告義務があった。ほとんどの会社は公告しておらず、この義務も守られていなかった。それは、中小会社には新聞等による計算書類の公告が手間隙かかるため、困難であったからである。それを配慮したものが「ホームページ等による計算書類の開示」である。また、従来の守られていなかった公告義務を実効性のあるものにしようとする目的も考えられる。
　このような商法改正は、相次いで新設・改正されている企業会計基準が、中小会社にも強制されるものであり、中小会社の会計処理の困難化やコスト増大に結びつくのではないか、という懸念があった。そこで国会は、この商法改正に伴う附帯決議を出した。「商法等の一部を改正する法律案（閣法77号）」20の中の付帯決議で、第6項目まであるうちの第5項目で以下のように決議された。
　「計算関係規定を省令で規定するに際しては、企業会計について公正かつ透明性のある情報開示が十分なされるよう努めるとともに、証券取引法に基づく会計規定等の適用がない中小企業に対し過重な負担を課し、経営を阻害することのないよう、必要な措置を講ずること。」
（渡辺　美幸）
②「中小会社向けの会計」の概要
　「中小会社向けの会計」を策定するにあたり、平成14年4月1日の商法改正を契機に、中小企業庁、日本税理士会連合会、日本公認会計士協会がそれぞれの要綱を発表した。以下でその要綱の概要を述べるが、各要綱の中小会社の範囲については、次項で説明する。
(ⅰ)「中小企業の会計に関する研究会報告書」（中小企業庁）
　中小企業庁は、平成14年6月28日に「中小企業の会計に関する研究会報告書」を発表した。この報告書は、中小企業にとっての不明確さを解消するため、また、中小企業が取引先や金融機関から信頼を得られるようにするために、計算書類を作成するに際して準拠することが望ましい会計のあり方を明らかにすることを目的としている。
　計算書類作成の基本的な考え方は、会社債権者や取引先をはじめとする計算書類の利用者にとって必要十分な程度に、会社の財政状態および経営成績について真実の概観を示すものでなければならないとするもので、経営者にとって理解しやすいものであることや対象となる会社の過重負担にならないこと、そして、現行の実務に配慮したものであることや会計処理の方法について、会社の環境や業態に応じた、選択の幅を有するものであることもある。
(ⅱ)「中小会社会計基準」（日本税理士会連合会）
　日本税理士会連合会は、平成14年12月19日に「中小会社会計基準」を制定した。これは、平成14年4月の商法改正によって会社決算の公告がインターネットのホームページでできることになったことに対応している。従来の会計基準が主として大会社が準拠するものになっていたのに対して、中小会社の経営実態を明らかにし、かつ、会社債権者や取引先をはじめとする計算書類の利用者にとって必要十分な情報開示を行うことを目的とし、商法上の計算書類を作成するに際して準拠すべき事項を定めることを目的として作成したものである。なお、この基準に定めのない事項については、商法及び商法施行規則のほか、企業会計原則、法人税法等の定めのうち、中小会社の計算書類作成上合理性のあるものを斟酌する。
　計算書類作成の基本的な考え方は、配当可能利益を適正に表示するとともに、その経営に資するために必要な情報を提供し、計算書類の利用者にとって必要十分な程度に、財政状態及び経営成績を的確に示すものである。
(ⅲ)「中小会社の会計のあり方に関する研究報告」（日本公認会計士協会）
　日本公認会計士協会は、平成15年6月2日に「中小会社の会計のあり方に関する研究報告」を発表した。これは、中小会社の会計処理方法は多様の実務が混在しており、必ずしも統一されていない現状の中、平成14年の商法改正を契機として、中小会社の計算書類が積極的に公告され、不特定多数の人々によって閲覧される計算書類は統一された会計基準に準拠して適正に作成されなければならないという必要性のもと、中小会社の会計のあり方を明確にすることを目的として発表された。
しかし、この研究報告の中では、中小会社の会計基準のあり方を明確にする必要性がある場合は、企業会計基準の設定主体である企業会計基準委員会が行うものとしている。
基本的な考え方は、適正な計算書類を作成する基礎となる会計基準は、会社の規模に関係なくあくまでも一つであるべきだが、例外として中小会社の特性を考慮して、その適用方法に簡便法等を認める。そして、税法基準は会計実務に広く浸透しているが、税法基準はあくまでも課税所得算定のための計算規定であって、会社の経営成績および財政状態を適切に表示するための会計基準としての規範にはなりえない。ただし、会計基準に明文規定はないが、税法の規定があり会計上も妥当と考えられるものや、税法の定める計算方法を用いても会計基準の趣旨に反しないものは、簡便的に税法基準を用いることができる。また、商法第32条2項21より、中小会社の場合であっても一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠すべきであるが、中小企業の特性に基づき、特別の配慮や留意が必要であるとしている。
（村瀬　有香）
③「中小会社向けの会計」の問題点
中小会社向けの会計は、中小企業庁、日本税理士会連合会、日本公認会計士協会より公表されていたため、三つの中小会社向けの会計が存在していたことになる。
　本節では、三つの中小会社向けの会計の問題点として、一つ目に、中小会社の範囲の相違、二つ目に、シングル、あるいはダブルスタンダードというスタンスの取り方の相違、三つ目に、統合化作業から始まり、指針案、指針に至るまでの流れとその内容について述べる。
　三つの中小会社向けの会計の適用対象は次の通りである。
	
	（対象となる会社）

	『中小企業の会計に関する研究会報告書』（中小企業庁、平成14.6.28）
	　商法特例法上の小会社で株式の公開を当面目指していない会社とする。ただし、公開会社、商法特例法上の大会社の子会社は対象外とする。

	『中小会社会計基準研究会報告書』（日本税理士会連合会、平成14.12.19）
	　証券取引法及び株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第2条の適用を受ける会社以外の株式会社22とする。

	『中小会社の会計のあり方に関する研究報告』（日本公認会計士協会、平成15.6.2）
	　商法特例法上の中・小会社とする。ただし、みなし大会社23、公開予定の中小会社、連結の関係で監査が求められる中小会社は対象外とする。


　上記により、適用対象（つまり中小会社の範囲）は異なっていることが明らかであった。範囲が異なっていると、どの会計を基に会計書類を作成したらよいかわからず、混乱が生じる。また、企業分析をする際にも、使っている会計が異なれば企業同士を正確に比較することができないなどの問題があると考えられた。
　三つの中小会社向けの会計は、それぞれに取るスタンスが異なるということも問題であった。
シングルスタンダードとは、「会計原則」ないし「会計基準」が会計処理上の統一された唯一の規範を示すという考え方である。一方、ダブルスタンダードとは、大会社と中小会社では異なった「会計基準」の存在を認めるという考え方のことである。
　中小企業庁が公表した報告書は、「中小企業の会計」という表現を採用し、「中小企業の会計基準」という規範性の強い表現を採用していなかった。このことは、中小企業庁ではシングルスタンダードかダブルスタンダードかについて結論が出なかったことを物語っていた。よって、中小企業庁は、会計の専門家でもあり、実務を担当している団体（日本公認会計士協会、日本税理士会連合会）にその結論を委ねた。
　日本税理士会連合会が公表した報告書、「中小会社会計基準」があえて「基準」と銘打っているのは、ダブルスタンダードを暗に容認したことを示していた。
公認会計士協会報告書では、シングルスタンダードを基礎に置いていた。これは中小企業に対して、一連の企業会計基準のうち簡便法を認めようとするものであった。しかし、この方法による場合には、一連の企業会計基準を理解した上で、簡便法を利用することになるため、監査を業務とする公認会計士には適当かもしれないが、税務を主たる業務とする税理士には適当でないと思われた［品川（2004）,p.34］。
　①・②で述べたように三つの中小会社向けの会計は、その規定している中小会社の範囲、及びスタンスもばらばらであった。そのため、日本公認会計士協会、日本税理士会連合会、日本商工会議所、企業会計基準委員会は共同で、平成17年3月22日に「『中小企業の会計』の統合に向けた検討委員会」（以下、「検討委員会」とする。）を設置し24、統合化作業を開始した。その目的は、要綱案の中で、会計参与制度の新設が予定されているが、公認会計士や税理士などの有資格者が会計書類作成を行う際に根拠とすべき会計の指針を作ることであった。検討委員会は、統合化に当たっての確認事項として、「会計参与が拠るべき会計指針の統合化作業であり、中小企業会計基準の設定作業ではない。」ことを挙げていた。
　ところで、昭和60年前後の議論において、中小会社に相応しい会計基準の策定を主張する見解がみられた25。しかし、実現には至っていない。なぜかというと、「会計基準は一つである。」という考えが根強かったからであった［佐藤（2004）,ｐ.37］。
　検討委員会が、会計基準を作るのではなく、あくまでも指針を作っているにすぎないと公表していることにより、今も昔もダブルスタンダードを認めず、シングルスタンダードにこだわっていることがわかる。
平成17年6月13日に「中小企業の会計に関する指針案」が検討委員会より公表された。これにより、三つの中小会社向けの会計の統合化作業が終了し、中小会社向けの会計の問題の解決が図られた。スタンスはシングルスタンダードであることが強調され、その適用対象も定まった。平成17年4月6日の日本経済新聞において、「対象は中小企業基本法で定める資本金三億円までの非上場の中小企業で、全国で、百二十万程度に上る。」と記載された予想とは大いに違い、適用範囲は広く設定された。以下にその範囲を示す。
	『中小企業の会計に関する指針』（検討委員会、平成17.6.13）
	本指針の適用対象は、以下を除く株式会社とする。（1）証券取引法の適用を受ける会社並びにその子会社及び関連会社　（2）株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律上の大会社（みなし大会社を含む。）及びその子会社
有限会社、合名会社又は合資会社についても、本指針に拠ることが推奨される。　


つまり、大会社とみなし大会社以外の全ての会社が適用対象とされていた。しかし、今回の指針には法的強制力がなく、また、指針に頼らずに、会計基準に基づき計算書類を作成することも認められていた。
指針案の公表後、広く各界から寄せられたコメントを分析、検討した上で、平成17年8月1日開催の検討委員会において、「中小企業に関する指針」を確定した。根本は商法ベースで作られている。指針には、会計参与が取締役と共同して計算書類を作成する「指針3」、ということが付け足されたほか、指針案において適用対象としているすべての会社を中小会社とするから、適用対象となる会社を中小会社とするに改められた「指針5」。貸倒引当金における個別評価金銭債権区分の繰入限度額も、指針案では金銭債権の50％相当額だったものが、指針において三定義に分けられ、その繰入限度額も定義毎に詳しく定められた「指針18－（3）」。固定資産の減損も有形固定資産及び無形固定資産の減損になり「指針36」、指針には新たに、ソフトウェアに関する内容も追加された「指針37」。（詳しくは、特別インタビュー（2005）を参照
。）
現在、日本税理士会連合会、日本公認会計士協会、日本商工会議所、企業会計基準委員会の四団体において、この指針が中小企業に受け入れられ、中小企業の会計の質の向上に役立つことを期待するとともに、今後、中小企業の取引実態に合ったより合理性のある指針とするため、継続的にその見直し改訂を行うこととしている［日本税理士会連合会・日本公認会計士協会・日本商工会議所・企業会計基準委員会（2005）］。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（飯島　直美）
(3）企業を取り巻く環境変化
かつての区分立法問題の議論と現時点で最も異なる状況にあるのは、会社情報の電子化と中小会社向けの会計基準が策定されたこと、経営環境の変化が挙げられるが、先に中小会社向けの会計については触れたので、ここでは会社情報の電子化と経営環境の変化について触れたいと思う。第一に、近時の高度情報化社会への対応として、会社法の分野でも会社関係書類の電子化や公開が急速に進んできたことが挙げられる。会社情報の電子化とは、商法改正により、会社運営の電子化を図るために、主なものとしては①会社関係書類、②会社から株主等に対して行う通知、催告等、③株主等から会社に対して行う請求等、④株主総会の議決権行使、⑤貸借対照表の公開、などについて電子的記録26による作成、電子的方法による通知、請求等を行うことが可能となったことを指す。
　平成12年において、当時の政府は「IT基本戦略」27をうたい、この方針に基づいて、さまざまな法律改正が行われた。代表的なものとしては、有価証券報告書等の証券取引法における間接開示書類の電子化を可能とする証券取引法の改正がある。今回の商法改正で行われた会社運営の電子化を図るための改正も、この方針に沿ったものである。会社関係書類及び手続きの電子化によって会社運営の合理化を図ると共に、株主の手続きの電子化によって株主の権利行使の機会確保を図ることを目的としている。
　商法改正では株主の議決権の権利を行使する機会を確保するために書面投票制度28が拡充された。従来から、商法特例法上の大会社であって、議決権を有する株主が1000人以上いる場合に総会欠席株主の書面投票が認められていたが、今回の改正ですべての会社において、取締役会の決議をもって総会欠席株主の書面投票が認められた。さらに、取締役会の決議をもって、電子的方法による議決権行使を採用することが可能となったのである。この改正により、株主の権利行使の機会が拡大されることになるが、同時に会社にとっても株主総会における定足数の確保が容易になるというメリットがある。また今回の改正により会社は、取締役会の決議をもって、貸借対照表に記載または記録されている情報を、株主総会の承認を得た後５年を経過する日まで、法務省令の定める電磁的方法により不特定多数の者が提供を受けることができる状態におくことができ、この場合には、会社は決算報告を省略することができる。商法特例法上の大会社においては、損益計算書についても公告を行う必要があるが、損益計算書ついても同様の扱いとなる。法務省令の定める電磁的方法とは、会社のホームページ上に掲載し、誰でもアクセスできるようにすることをいい、アクセスを保証するためにホームページのアドレスを登記することが求められる。最近では多くの会社がホームページを開設していることから、今回の改正により、会社は公告費用の負担を軽減することができるのである。ただし、電磁的方法による場合には計算書類と同等の情報を掲載することが求められ、新聞公告とは異なり費用の負担やスペース確保の問題を生じないため、要旨を掲載した場合には、公告を省略することはできず全文を掲載する必要がある。中小会社といえども、これまでのように、会社情報は税のためにだけ考えるという姿勢を保持するわけにはいかなくなり、あくまでも、会社法上の計算、公開の適正性が求められてくるのである。そして、中小会社においても計算を含めた会社情報公開の適正性を担保する制度の必要性が大きくなってくるのである。
　そしてもう一つの変化は、中小会社の資金繰りの方式である。わが国の中小会社は、ほとんどが金融機関から借り入れをする、つまり、債権者は金融機関である間接金融29に依存している。一方企業は投資家がステークホルダーである直接金融30に依存している。上場会社の割合は、わが国の会社総数の１%にも満たない。このようななかで、政府はわが国経済の活力の源泉と位置づけ、中小会社の育成を支援する政策を打ち出したのである。しかし現状は、バブル崩壊によって地価が下落し、デフレの継続により不動産担保での融資を受けることが困難になってきている。また、これまで不動産担保のもう一つの有力な担保となっていた個人の連帯保証も、所有主経営の実態から、倒産に至った場合に何ら債務の履行能力もないなどを理由として社会問題となっている。これまでのように、メインバンクから土地を担保に資金繰りするという方式が経営環境の変化によって難しくなってきており、中小会社のリスクを外からどう判断するかとの要請と取引先の多様化の中で新しい取引先に自己の経営上の信頼性をどのようにアピールするかの要請から、決算書の信頼性を高めることで、これを融資情報として活用しようという動きが強くなったのである［佐藤（2004）,p.38］。昭和61年商法改正当時にも、計算の適正性を図るための会計調査人制度案が提案されていたが、当時はバブル崩壊以前であり、地価は右上がりに上昇しており、経済も今日のようなデフレ傾向になかったので、土地担保と個人の連帯保証により金融機関からの融資は円滑に行われていた。このように考えると、当時は中小会社の計算書類の正確性を高めるとの差し迫った要請は、今日と比べると少なかったと察せられる。以上のように、政府にとって、金融の円滑化をいかに図っていくかは最重要課題であり、このためには、中小会社の計算書類の正確性を高め、資金収支、収益を正確に表した財務情報を与信の基礎とする方向へと政策転換が迫られていたのである［高田（2004）,p.136］。
（垣越　真論）
3　会計参与制度の展望
会計参与制度はあくまで任意設置であり、また導入にあたっては、必ずしも「中小企業の会計に関する指針」を用いる必要はない。これは、税理士や中小会社にどのような影響を及ぼすのであろうか。
まず、税理士にとっての影響を考えてみる。会計参与制度を導入することによって、金融機関や債権者に対し責任を果たすため、十分な研鑽が必要になる。また、会計参与は監査の第三者的な立場とは違い、自らが財務諸表の作成を行うため、責任転嫁は難しい。更には、会計参与は新しくできた制度であって判例がまだ無いので、訴訟の判決も難しいのではないかということが予想され、よって訴訟を起こされたときのリスクが高い。
しかし会計参与制度の職務は、まさに税務代理・税務書類作成・税務相談以外の業務で税理士が行っているものである。そして会計参与制度の導入は、株主総会での説明や開示などの会計専門家としての職務は加わったものの、税理士にとって今までの法律に記載のなかった税理士の業務が商法に明記されることとなり、税理士制度そのものが法律で認められたこととなる。また新たな仕事の増加でもあり、メリットと言える。
では、中小会社にとってはどのような影響を及ぼすのであろうか。会計参与制度を導入することによって起きる問題として、コストがかかるということがある。また、外から見て優良な会社は、会計参与の導入に関係なく銀行から資金提供を受けられるため、逆に考えればコストを払ってまで会計参与を導入したがる企業というのは、それ以上のリスクのある会社であるとも考えられる。そのような会社は財務諸表の公開を行っていない中小の会社が多く、そのため、不十分な申告書のようなものさえあり、経理が杜撰であったりと内部統制も正確に行われていない可能性があり、そのため会計参与導入にあたって、それらの事前調査の必要もあり、手間がかかる。　　
しかし、最近では（3）の「企業を取り巻く環境変化の中小企業の資金繰りの方式の変化」で述べたような理由により、融資の審査基準として企業の信用力が重要視されるようになった。また直接金融は、不特定多数の株主が出資をしてくるため、これら利害関係者の信頼を得るためにも、適正な計算書類の作成が不可欠になる。そして最近の厳しい経済情勢からは、新たな取引先に対する、計算書類の信用調査をより厳しく行うようになっているという。これらにより、得意先の信頼を得る必要性から適切な計算書類を作成しこれを提示することが必要となっている。
さらに、景気が良かった頃は中小会社の経営者は経営に対してあまり重点をおいていなかったが、しかし今日、そのような姿勢では、企業の経営悪化を招きかねない。そこで正しい経営判断のためにも、財政状態や経営成績などを正確に把握し評価する必要がある［長岡（2004), pp.63～64参照］31。
以上のように、会計参与制度の導入は税理士や中小企業にとって多くのメリットがあるものの、実際には定着しづらいのではないかと考えられる。もし導入されても、どの位の会社が導入するかは未知数であるし、また導入するのはごく一部の比較的規模の大きな優良企業であると予想される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(大島　千明)
第Ⅳ章　結語
　本稿で取り上げてきた会計参与制度は、世間での期待も大きい。この会計参与制度をさかのぼると、もとは昭和61年3月に商法監査研究会がまとめた報告書のうちのC案（経理指導案）で提案された。その後、61年試案において会計指導人制度としてあらわれた。商法会社法改正試案では、会計参与制度とは異なるが、その代替としての会計調査人制度が基本であり、会計指導人制度はなお検討するという程度の位置づけであって、重要視されていなかった。平成2年3月の「商法等の一部を改正する法律要綱案」では会計調査人制度の導入は見送られた。それは、公認会計士と税理士との職域問題や、コストでの負担などで中小企業団体からの強い反対や、否定的な反応があったためである。
　現在、会社の貸借対照表がホームページ上で公開されるようになったことで、新聞に載せるよりも負担は減少したが、これにより会計書類の適正性の担保がますます重要となった。そこで、平成17年における商法改正では監査の代替手段ともいえる会計参与制度がもりこまれた。会計参与制度は、会計調査人制度とは異なり、職域問題の点でも解決できていること、コストに関しても監査よりは少なくてすむこと、適正な計算書類の公開によって会社自らの健全性をアピールできることなど利点がある。それゆえ、中小会社にとって会計参与を導入するメリットが出てくるといえる。
　しかし、会計参与は任意設置とされている。監査よりも負担は減少するといっても、中小会社のなかでも資金に余裕がある会社以外にとってみればコストはかかり、会計参与を引き受けた税理士にとっては訴訟を起こされたときのリスクが高いということから、導入する中小会社はどれだけ多く存在するのだろうか。また、平成17年8月に公表された「中小企業の会計に関する指針」は税法による部分が大きく、一見、税理士にとって利用しやすいものと思われるが、公表された指針は独自であり、従来とは異なった項目も入っているため簡単に使いこなせるものではないだろう。そのため、税理士の能力向上が必要不可欠となるわけだが、それを研修等によっていかに引き上げるかという検討も必要である。
　若干の課題点があるものの、全体的にみると会計参与制度は高く評価でき、今後どの程度中小会社に定着するのか注目していきたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（加藤　茜）
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資　料
日経新聞における「会計参与」見出し概要一覧
	2004年
	6月
	13日
	財務諸表の作成、中小、税理士の関与可能―2006年度に任意性創設。

	
	8月
	19日
	中小企業に「会計参与」―税理士台頭に警戒感も。

	
	10月
	16日
	会計参与制度、「成立へ一丸」―日税連、札幌で討論会。

	2005年
	4月
	6日
	中小企業会計、指南役養成促す―会社法案で「参与」創設、経産省が専門講座。

	
	6月
	29日
	特集―会社法、来春に施行、会社組織、選択多様に、定款自治。

	
	7月
	28日
	新会社法の会計参与就任、税理士の6割前向き―税理士連調べ。

	
	10月
	8日
	監査（3）中小企業の統治強化（会社法どう変わる）

	
	
	13日
	社長100人アンケート、経営者、攻めに軸足―新会社法、ガバナンス変更少々。

	
	
	28日
	中小企業融資、無担保、個人保証も免除、東京三菱、大手で初―新型融資広がる。


日経新聞における「中小企業会計」見出し概要一覧
	2004年
	4月
	12日
	中小の会計基準混とん―税理士とつばぜり合い（会計最前線）。

	2005年
	3月
	31日
	会計ルール、中小向け統一に着手―４団体、減損導入など検討。

	
	4月
	6日
	中小企業、時価会計を部分導入、日商など統一指南―透明性を向上。

	
	
	
	中小企業会計、指南役要請促す－会社法案で「参与」創設、経産省が専門講座。

	
	6月
	12日
	中小向け会計指針、遊休地も減損対象に－会計士協など４団体が草案。


� 「会社法制の現代化」の基本方針は、次の通りである。


「第１　会社法制の現代語化


　会社に関して規定する商法第２編、有限会社法、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律（以下「商法特例法」という。）等について、次のような方針による現代語化を行うものとする。


（1）　片仮名文語体で表記されている商法第2編、有限会社法等の各規定について、平仮名口語体化を図る。


（2）　用語の整理を行うとともに、解釈等の明確化の観点から必要に応じ規定の整備を行う。


（3）　商法第2編、有限会社法、商法特例法等の各規定について、これらを一つの法典（会社法（仮称））としてまとめ、わかりやすく再編する。


第２　実質改正


　会社法の現代化の作業に合わせ、会社に係る諸制度間の規律の不均衡の是正等を行うとともに、最近の社会情勢の変化に対応するための各種制度の見直し等、『会社法制の現代化』にふさわしい内容の実質的な改正を行うものとする。」[要網案　第１部・第１・第２]





�　株式の譲渡（売却・贈与など）について、定款に「会社の承認が必要である。」という定めがある株式会社をいう。株主は会社の株式を売ることができるが、そのとき会社の承認を得るという制限がある会社をいう。


�　平成14年5月の商法改正によって、平成15年3月から施行されている制度。簡単に説明すると、「取締役会の中に委員会を設置し、取締役会が経営を監督する」というものである。資本金5億円以上の大会社または大企業が商法の委員会等設置会社に関する特例を受けて導入する。また、この制度は選択制である。


�　会計参与報告書とは計算書類の共同制作に関して作成することが会計参与に義務付けられている報告書であり、株主･債権者に対する情報提供を目的としたものである。その記載事項は、会計処理方法に関する事項、計算書類を作成するにあたり問題となった事項等であり、詳細は省令で定める予定である。


�　会計参与は会社とは別に５年間計算書類を保存しなければならない。また、会計参与を辞任した者は保


存期間である５年間が経過する前であっても、保存・開示義務を負わない。


�　債権者が債務の本旨に従った履行をしなかったために生じる責任のことを言う。なお、民法には次のように規定されている。


「債務者カ其債務ノ本旨ニ従ヒタル履行ヲ為ササルトキハ債権者ハ其損害ノ賠償ヲ請求スルコトヲ得債務者ノ責ニ帰スヘキ事由ニ因リテ履行ヲ為スコト能ハサルニ至リタルトキ亦同シ」[民法第415条]


�　故意または過失によって他人の権利を侵害し、これによって他人に損害を生じさせたことに基づく責任のことを言う。なお、民法には次のように規定されている。


「故意又ハ過失ニ因リテ他人ノ権利ヲ侵害シタル者ハ之ニ因リテ生シタル損害ヲ賠償スル責ニ任ス」[民法第709条]





� 現在の商法特例法によって監査が義務付けられているのは、大会社とみなし大会社である。


� 税理士法第１条では「税理士は、税務に関する専門家として、独立した公正な立場において申告納税制度の理念にそって、納税義務者の信頼にこたえ、租税に関する法令に規定された納税義務の適正な実現を図ることを使命とする。」と規定している。


� 以後、この点については[枡田（1989），pp.16～20]を参照。


� 取引の裏づけになるものである。具体的には請求書、領収書、小切手帳控、支払手形控などをさす。


�　会計調査人制度の導入が見送られた理由について、酒巻（1993）は、「限定監査ないし会計調査の担い手として予定される公認会計士と税理士という会計専門家の利害対立または職域問題に帰する。」「p.140」と述べている。また、「会計監査は正規の監査以外にはあり得ず、それは会計士固有の職域であるとの前提に立てば、中小会社を対象とする場合でも正規の監査拡大案以外の対応は考えられないことになる」[p.140]と述べ、会計士側に視点を当てた点も強調している。


�  製造業、建設業、運輸業は資本金３億円以下、または従業員数300人以下、卸売業は資本金１億円以下、または従業員数100人以下、小売業は資本金５千万円以下、または従業員数50人以下、サービス業は資本金５千万円以下、または従業員数100人以下、を中小企業としている。（第２条）


�  ゴム製品製造業（自動車または航空機用タイヤ及びチューブ製造業ならびに工業用ベルト製造業を除く）は資本金３億円以下、または従業員数900人以下、ソフトウェア業または情報処理サービス業は資本金３億円以下、または従業員数300人以下、旅館業は資本金５千万円以下、または従業員数200人以下を中小企業と定めている。（第２条）





�  中小企業者等の範囲については青色申告を提出する法人、農業組合等または個人で、次のいずれかに該当するものである。1、資本または出資を有しない法人のうち常用従業員数が1000人以下の法人である。2、資本または出資の金額が１億円以下で、以下のどちらにも当てはまらない法人である。①発行済株式の総数または出資金額の1/2以上が同一の大規模法人の所有に属している法人②発行済株式の総数または出資金額の2/3以上が大規模法人の所有に属している法人である。3、従業員が1000人以下の個人企業である。（ここで掲げる大規模法人とは「資本または出資の総額が１億円を超える」もしくは「資本金または出資を有しない法人のうち常用従業員数が1000人を超える」のいずれかに該当する。）特定中小企業とは青色申告法人で、資本金が3000万円以下の中小企業者を言う。（租税特別措置法42条－6－2、租税特別措置法施行令27条－4－4）


16  中小企業金融公庫において中小企業の行う事業の振興に必要な長期資金について一般の金融機関が融通することを困難とするものの供給、または一般の金融機関による供給を支援するための貸付債権の譲受、債務の保証等を受けられる。


17 国内に本店または主たる事務所を有する法人のことである。ちなみにそれ以外の法人を外国法人としている。内国法人は国内、国外を問わず、すべての所得について納税義務が課されており、外国法人は法人税法上に規定する国内源泉所得（国内で事業を営み、国内で発生した所得のこと）についてのみ法人税の納税義務を負う。つまり、課税対象とならないのは外国法人の国外にある法人のみである。（中央経済社『税務会計学辞典』）


18 株主等とその同族関係者（株主等と特殊関係にある個人や法人）を１グループとして、その中で持分の大きいものから3グループを抽出し、その3グループが所有する株式や出資金額の合計額がその会社の発行済株式総数又は出資金額の50％超に相当する会社をいう。つまり少数の株主等により意思決定がされる小規模な会社のことである。


19  A､B､Cの3グループでは同族会社となるが､その3グループの中に非同族会社が存在し､これを除いた3グループ(例えばA が非同族会社とするとB､C､D)で再判定すると、50%以下となる会社のことをいう。


20 法務委員会では、以下のように、この附帯決議において公表している。


　「本法律案は、株式会社等の経営手段の多様化及び経営の合理化を図るため、委員会等設置会社制度、重要財産委員会制度、種類株主による取締役等の選解任制度及び株券喪失登録制度を創設し、現物出資等の際の財産価格証明制度を拡充するとともに、株主総会の特別決議の定足数を緩和する等の措置を講じようとするものである。」[要旨]


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


21 「商業帳簿ノ作成ニ関スル規定ノ解釈ニ付テハ公正ナル会計慣行ヲ斟酌スベシ」[商法第32条2項]


22 定款により監査を受けることを選択しなかった中会社と小会社のことである。


23 みなし大会社とは、中会社で定款により公認会計士の監査を受けることを選択した会社である。


24 関係省庁である中小企業庁、金融庁、法務省もオブザーバーとして審議に参加する。


25 例えば、黒澤（1984）は、「小会社の会計基準に基づいて、小会社固有の計算書類規則ないし、財務諸表規則が新たに制定される必要がある。」[ｐ.8]と述べている。若杉（1985）も「会計制度においては会計基準と会計監査がその基本的な構成要素であり、両者は切り離して考えることはできないのであるから・・・小規模会社の会計監査のあり方を問題とする場合には、これと並んで小規模会社の会計基準をも取り上げなければならない。・・・小規模会社には、それにふさわしい会計制度を作り上げるべきである・・・」[pp.16～17]としている。


� 安藤英義、『「中小企業の会計」の統合に向けた検討委員会委員長に聞く』特別インタビューを参照。


26 電子的記録とは、電子的方法、磁気的方法その他、人の知覚をもって認識することができない方式によって作られる記録であって、電子計算機による情報処理の方法に供されるものとして法務省令で定めるものであり、法務省令においては、磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録しておくことができるものをもって調整するファイルに情報を記録したものと定められている。


27 日本をIT国家として確立させるために必要な法律の改正を推し進める方針のことである。


28 会社は株主に対し、議決権行使について参考となるべき事項を記載した書類及び株主が議決権を行使するための書類を交付しなければならない。そしてこの書類の事を議決権行使書面と言い、書面による議決権の行使は、議決権行使書面に必要な事項を記載し、法務省令で定める時までに当該議決権行使書面を会社に提出する事で行う。


29 資金需要者が金融機関を通じて、資金供給者から資金を調達することで、例えば、預金者が銀行に預けた資金を銀行が企業に貸出することである。


30 金融機関を介さずに資金需要者が資金供給者から調達することで、たとえば、企業が自社の株式や社債を投資家に売却するケースである。


31 すでに東京三菱銀行の「TKCクライアントローン」や三井住友銀行の「クライアントサポートローン」など、税理士が決算書の正確性を保障することで、審査機関や金利、借り入れ期間などが優遇されるローンが存在する〔佐藤、田島、田中、(2005) pp.49］。
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